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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第71期

第３四半期
連結累計期間

第72期
第３四半期
連結累計期間

第71期

会計期間
自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日

自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日

自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日

売上高 (百万円) 44,581 47,582 59,783

経常利益 (百万円) 5,194 4,904 6,484

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 4,311 3,321 5,296

四半期包括利益又は
包括利益

(百万円) 5,926 2,873 7,211

純資産額 (百万円) 44,000 46,235 45,292

総資産額 (百万円) 96,676 91,280 91,530

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 141.10 101.02 170.37

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 140.88 100.93 170.09

自己資本比率 (％) 45.2 50.6 49.2

 

回次
第71期

第３四半期
連結会計期間

第72期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成29年10月１日
至　平成29年12月31日

自　平成30年10月１日
至　平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 41.05 28.07

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．前連結会計年度末において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、前第３四半期連結累計

期間の関連する主要な経営指標等については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の当初配分額の見直

しが反映された後の金額によっております。

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間および前連結会計年度に係る主要な経営

指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　なお、第２四半期連結会計期間に、日本において株式会社東京センサの株式を取得したため、連結の範囲に含めて

おります。ＥＭＥＡにおいては、ＭＭＩ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓを存続会社として、ＡＭＥＰ　ＳＡＳを吸収合

併しております。また、ＡＰＥＭ　Ｇｍｂｈを存続会社として、ＩＤＥＣ　Ｅｌｅｋｔｒｏｔｅｃｈｎｉｋ　Ｇｍｂ

Ｈを吸収合併しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投

資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリ

スク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

　なお、平成29年３月１日に行われた当社によるＭＭＩ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓとの企業結合について、前第３

四半期連結累計期間において暫定的な会計処理を行っておりましたが、前連結会計年度に確定したため、前第３四半

期連結累計期間との比較・分析にあたっては、暫定的な会計処理の確定による見直し後の金額を用いております。

　また、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号　平成30年２月16日)等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前

連結会計年度との比較・分析を行っております。

（１）経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間における世界経済は、堅調な個人消費や設備投資を背景に景気回復基調が続いており

ましたが、米中貿易摩擦の深刻化などにより不透明感が増しています。わが国経済は、好調な企業業績を背景とし

た設備投資の増加や、堅調な個人消費などの影響から緩やかな回復基調で推移しておりますが、今後海外経済が緩

やかな減速に向かうと見込まれることから、日本経済への影響が懸念されております。

　当社グループを取り巻く環境についても、当社が所属する一般社団法人日本電気制御機器工業会の輸出出荷高が

前年同期比を下回るなど、不透明な状況となっております。

　このような状況のなか、国内では環境関連事業の売上が減少したものの、主力製品である制御用操作スイッチな

どのＨＭＩソリューション製品や、安全・防爆ソリューション製品、オートメーションソリューション製品の売上

が堅調に推移した結果、国内売上高は220億７千６百万円（前年同期比5.8％増）となりました。海外では、中国に

おいては前年同期比で引き続き売上が増加しているものの、成長は鈍化傾向にあります。米州においては、ＨＭＩ

ソリューション製品やオートメーションソリューション製品が堅調に推移し、欧州でもＨＭＩソリューション製品

などの売上が増加したことなどから、海外売上高は255億６百万円（前年同期比7.5％増）となりました。

　利益面におきましては、営業利益は前年同期に比べ６千４百万円増益の48億３千２百万円（前年同期比1.3％増）

となりました。経常利益は為替差損益の影響などにより、２億８千９百万円減益の49億４百万円（前年同期比5.6％

減）となりました。

　親会社株主に帰属する四半期純利益は、国内外における事業再編による固定資産売却益を計上したものの、事業

整理損の計上により、前年同期に比べ、９億９千万円減益の33億２千１百万円（前年同期比23.0％減）となりまし

た。

　なお、当第３四半期連結累計期間における対米ドルの平均レートは、111.15円（前年同期は111.69円で0.54円の

円高）、対ユーロの平均レートは、129.46円（前年同期は128.55円で0.91円の円安）となりました。

　セグメントごとの経営成績を示すと、次のとおりであります。

①　日本

　緩やかではあるものの景気の回復基調を背景に、当社主力製品である制御用操作スイッチなどのＨＭＩソ

リューション製品や安全・防爆ソリューション製品の売上が堅調に推移したことと、株式会社東京センサの買収

による売上高が寄与したことに加え、オートメーションソリューション製品であるプログラマブルコントローラ

が伸長した結果、売上高は、前年同期に比べ、６億８千１百万円増収の238億７千５百万円（前年同期比2.9％

増）となり、営業利益は、前年同期に比べ、２千３百万円減益の26億８千３百万円（前年同期比0.9％減）となり

ました。

②　米州

　北米地域においては、オートメーションソリューション製品のプログラマブル表示器及びプログラマブルコン

トローラの売上が好調だったことに加えて、ＨＭＩソリューション製品の制御用操作スイッチや盤内機器ソ

リューション製品の制御用リレーが堅調に推移した結果、売上高は、前年同期に比べ、５億８千７百万円増収の

76億４千５百万円（前年同期比8.3％増）となり、営業利益は、前年同期に比べ、９千７百万円増益の７億５千３

百万円（前年同期比14.8％増）となりました。
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③　欧州、中東及びアフリカ（以下、ＥＭＥＡ）

　欧州において製造業が好調であることを背景に、ＨＭＩソリューション製品のＡＰＥＭブランド製品の売上が

伸長したことに加えて、制御用操作スイッチや盤内機器ソリューション製品の制御用リレーが堅調に推移したこ

とや、安全・防爆ソリューション製品のイネーブル装置の売上が伸長した結果、売上高は、前年同期に比べ、10

億５千５百万円増収の83億８千５百万円（前年同期比14.4％増）となり、営業利益は、前年同期に比べ、２億７

千６百万円増益の11億３千６百万円（前年同期比32.2％増）となりました。

④　アジア・パシフィック

　アジア・パシフィック地域においては、当第３四半期連結会計期間にかけて中国経済の成長が鈍化傾向にあっ

たものの、累計期間を通しては、主力製品であるＨＭＩソリューション製品の制御用操作スイッチや盤内機器ソ

リューション製品の制御用リレーが伸長した結果、売上高は前年同期に比べ、６億７千７百万円増収の76億７千

５百万円（前年同期比9.7％増）となり、営業利益は、前年同期に比べ、１億２千９百万円減益の９億４千８百万

円（前年同期比12.0％減）となりました。

 

（２）財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末の総資産の額は、前連結会計年度末より２億５千万円減少し、912億８千万円となり

ました。これは主に、たな卸資産が11億３千万円、有形固定資産が６億４千３百万円増加した一方で、売上債権が19

億４千３百万円減少したことと、主に償却により無形固定資産が７億２千１百万円減少したことによるものです。

　負債の額は、前連結会計年度末より11億９千３百万円減少し、450億４千４百万円となりました。これは主に、再

生可能エネルギー事業の推進により前受金が５億８千９百万円増加したものの、未払費用が10億１百万円、未払法人

税等が９億７千２百万円減少したことによるものです。

　純資産の額は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により利益剰余金が15億１千３百万円増加したものの、

為替換算調整勘定が４億３千８百万円、非支配株主持分が２億６千７百万円減少したことにより、前連結会計年度末

より９億４千２百万円増加し、462億３千５百万円となりました。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

 

（４）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は15億６千４百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において当社において当社グループの研究開発活動に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在

発行数(株)
(平成30年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成31年２月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 33,224,485 33,224,485
東京証券取引所
市場第１部

単元株式数は100株であり
ます。

計 33,224,485 33,224,485 － －

（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成31年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成30年12月31日 － 33,224 － 10,056 － 5,000

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年12月31日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式　　327,300
－

権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 32,878,000 328,780 同上

単元未満株式 普通株式　　 19,185 － 同上

発行済株式総数 33,224,485 － －

総株主の議決権 － 328,780 －

（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が500株（議決権５個）

含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式33株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成30年12月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
ＩＤＥＣ株式会社

大阪市淀川区西宮原２丁目
６番64号

327,300 ― 327,300 0.99

計 － 327,300 － 327,300 0.99

 

２【役員の状況】

　該当事項はございません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平

成30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,341 12,454

受取手形及び売掛金 ※ 12,136 ※ 10,193

有価証券 1,062 1,330

商品及び製品 6,960 7,474

仕掛品 1,582 1,759

原材料及び貯蔵品 4,362 4,802

その他 1,479 1,545

貸倒引当金 △51 △48

流動資産合計 39,873 39,510

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 7,834 7,967

機械装置及び運搬具（純額） 3,100 3,213

工具、器具及び備品（純額） 1,115 1,162

土地 7,020 6,445

リース資産（純額） 203 266

建設仮勘定 416 1,277

有形固定資産合計 19,690 20,333

無形固定資産   

商標権 3,122 2,936

顧客関連資産 10,087 9,466

ソフトウエア 494 873

リース資産 27 20

のれん 14,816 14,527

その他 83 85

無形固定資産合計 28,631 27,909

投資その他の資産   

投資有価証券 1,120 939

長期貸付金 365 322

退職給付に係る資産 292 293

繰延税金資産 883 955

その他 709 1,051

貸倒引当金 △37 △36

投資その他の資産合計 3,334 3,525

固定資産合計 51,657 51,769

資産合計 91,530 91,280
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※ 5,440 4,899

電子記録債務 1,826 1,926

短期借入金 12,200 7,040

1年内償還予定の社債 10 10

1年内返済予定の長期借入金 656 831

リース債務 105 118

未払金 894 685

未払費用 2,879 1,878

未払法人税等 1,418 445

前受金 212 801

預り金 675 842

製品保証引当金 57 34

賞与引当金 － 932

その他 576 541

流動負債合計 26,953 20,988

固定負債   

社債 35 30

長期借入金 14,428 18,613

リース債務 145 195

長期未払金 4 1

繰延税金負債 2,518 2,884

役員退職慰労引当金 80 78

退職給付に係る負債 1,739 1,777

資産除去債務 61 219

その他 271 256

固定負債合計 19,284 24,056

負債合計 46,237 45,044

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,056 10,056

資本剰余金 9,106 9,219

利益剰余金 23,370 24,883

自己株式 △320 △281

株主資本合計 42,212 43,878

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 485 427

為替換算調整勘定 2,375 1,937

退職給付に係る調整累計額 △68 △37

その他の包括利益累計額合計 2,793 2,327

新株予約権 19 28

非支配株主持分 267 －

純資産合計 45,292 46,235

負債純資産合計 91,530 91,280
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

売上高 44,581 47,582

売上原価 25,094 26,998

売上総利益 19,486 20,584

販売費及び一般管理費 14,718 15,752

営業利益 4,767 4,832

営業外収益   

受取利息 33 47

受取配当金 17 9

持分法による投資利益 50 35

為替差益 1,255 －

デリバティブ評価益 － 316

その他 126 105

営業外収益合計 1,482 513

営業外費用   

支払利息 96 141

為替差損 － 152

減価償却費 24 18

デリバティブ損失 670 －

その他 264 128

営業外費用合計 1,056 441

経常利益 5,194 4,904

特別利益   

固定資産売却益 16 541

投資有価証券売却益 777 0

新株予約権戻入益 1 1

特別利益合計 795 542

特別損失   

固定資産売却損 15 3

減損損失 － 2

固定資産廃棄損 10 1

投資有価証券売却損 2 －

事業整理損 － 553

特別損失合計 28 560

税金等調整前四半期純利益 5,960 4,886

法人税、住民税及び事業税 1,596 1,765

法人税等調整額 25 △217

法人税等合計 1,622 1,548

四半期純利益 4,338 3,338

非支配株主に帰属する四半期純利益 26 17

親会社株主に帰属する四半期純利益 4,311 3,321
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

四半期純利益 4,338 3,338

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △80 △58

為替換算調整勘定 1,659 △438

退職給付に係る調整額 9 31

その他の包括利益合計 1,588 △465

四半期包括利益 5,926 2,873

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 5,893 2,856

非支配株主に係る四半期包括利益 33 17
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記）

　第２四半期連結会計期間に、日本において株式会社東京センサの株式を取得したため、連結の範囲に含めており

ます。ＥＭＥＡにおいては、ＭＭＩ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓを存続会社として、ＡＭＥＰ　ＳＡＳを吸収合併

しております。また、ＡＰＥＭ　Ｇｍｂｈを存続会社として、ＩＤＥＣ　Ｅｌｅｋｔｒｏｔｅｃｈｎｉｋ　Ｇｍｂ

Ｈを吸収合併しております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　一部の連結子会社は、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用して

おります。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定

負債の区分に表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期

連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年12月31日）

受取手形 12百万円 53百万円

支払手形 25 － 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日）

減価償却費 1,764百万円 1,959百万円

のれんの償却額 579 659
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総
額(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年４月26日
取締役会

普通株式 665 22 平成29年３月31日 平成29年６月５日 利益剰余金

平成29年10月31日
取締役会

普通株式 758 25 平成29年９月30日 平成29年12月４日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

(1)普通株式に係る自己株式の消却

①当社は、平成29年７月13日開催の取締役会決議に基づき、平成29年７月21日付で、自己株式4,000,000株の

消却を実施しております。

　自己株式の減少額　　　　　　　3,432百万円

　資本剰余金の減少額　　　　　　3,432百万円

②当社は、平成29年12月４日開催の取締役会決議に基づき、平成29年12月29日付で、自己株式1,000,000株の

消却を実施しております。

　自己株式の減少額　　　　　　　　858百万円

　資本剰余金の減少額　　　　　　　858百万円

(2)普通株式に係る自己株式の処分

①公募による自己株式の処分

　当社は、平成29年12月４日開催の取締役会決議に基づき、平成29年12月21日を払込期日として、公募に

よる自己株式の処分を行いました。

　株式の総数　　　　　　　　　　2,175,000株

　自己株式の減少額　　　　　　　1,866百万円

　資本剰余金の増加額　　　　　　3,164百万円

②第三者割当による自己株式の処分

　当社は、平成29年12月４日開催の取締役会決議に基づき、平成29年12月28日を払込期日として、第三者

割当による自己株式の処分を行いました。

　株式の総数　　　　　　　　　　　325,000株

　自己株式の減少額　　　　　　　　278百万円

　資本剰余金の増加額　　　　　　　472百万円

 

　この結果、当第３四半期連結累計期間において資本剰余金が623百万円、自己株式が6,504百万円減少し、当

第３四半期連結会計期間末において資本剰余金が9,102百万円、自己株式が327百万円となっております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総
額(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年５月11日
取締役会

普通株式 821 25 平成30年３月31日 平成30年５月28日 利益剰余金

平成30年10月31日
取締役会

普通株式 986 30 平成30年９月30日 平成30年12月３日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）  

 報告セグメント

調整額
四半期連結
財務諸表計

上額 日本 米州 ＥＭＥＡ
アジア・
パシフィッ

ク
計

売上高        

外部顧客への売上高 23,194 7,057 7,330 6,998 44,581 － 44,581

セグメント間の
内部売上高又は振替高

4,103 284 918 4,641 9,947 △9,947 －

計 27,297 7,342 8,248 11,640 54,528 △9,947 44,581

セグメント利益 2,706 656 859 1,077 5,300 △532 4,767

（注）１．セグメント利益の調整額△532百万円には、全社費用△459百万円及びセグメント間取引消去△73百万円

が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しないのれんの償却額であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、「注記事項（企業結合等関係）」に記載の暫定的な会

計処理の確定による取得原価の当初配分額の重要な見直しが反映された後の金額により開示しておりま

す。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）  

 報告セグメント

調整額
四半期連結
財務諸表計

上額 日本 米州 ＥＭＥＡ
アジア・
パシフィッ

ク
計

売上高        

外部顧客への売上高 23,875 7,645 8,385 7,675 47,582 － 47,582

セグメント間の
内部売上高又は振替高

5,941 310 1,343 4,396 11,991 △11,991 －

計 29,816 7,955 9,729 12,072 59,574 △11,991 47,582

セグメント利益 2,683 753 1,136 948 5,521 △689 4,832

（注）１．セグメント利益の調整額△689百万円には、全社費用△593百万円及びセグメント間取引消去△96百万円

が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しないのれんの償却額であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

（企業結合等関係）

比較情報における取得原価の当初配分額の重要な見直し

　平成29年３月１日に行われた当社によるＭＭＩ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓとの企業結合について、前第３四半

期連結累計期間において暫定的な会計処理を行っておりましたが、前連結会計年度に確定しております。

　この暫定的な会計処理の確定に伴い、取得原価の当初配分額に重要な見直しが反映されました。

　この結果、前第３四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書は、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期

純利益がそれぞれ40百万円減少、親会社株主に帰属する四半期純利益が52百万円増加しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以

下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日）

（１）１株当たり四半期純利益 141円10銭 101円02銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 4,311 3,321

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

4,311 3,321

普通株式の期中平均株式数(株) 30,557,702 32,876,051

（２）潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益

140円88銭 100円93銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) － －

普通株式増加数(株) 47,126 29,211

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

（注）前第３四半期連結累計期間の１株当たり四半期純利益は、「注記事項（企業結合等関係）」に記載の暫定的な

会計処理の確定による取得原価の当初配分額の重要な見直しが反映された後の金額により算定しております。

 

２【その他】

　平成30年10月31日開催の取締役会において、平成30年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとお

り中間配当を行うことを決議いたしました。

①配当金の総額 986百万円

②１株当たりの金額 30円00銭

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成30年12月３日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成31年２月７日

ＩＤＥＣ株式会社

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 和田　朝喜　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中嶋　誠一郎　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岩淵　貴史　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＩＤＥＣ株式会

社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平成

30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＩＤＥＣ株式会社及び連結子会社の平成30年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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